
データドリブンで経営課題の解決策を事業・人・組織の観点から導き出す

データの力が飛躍的に発展し、今やデータ分析は顧客・消費者の理解や現場の課題解決に不可欠です。

人と組織に関わる領域においては、今なおデータ活用が進まず、「勘と経験」「人事システム上のデータ分
析」に留まる企業が大多数です。デロイト トーマツ コンサルティングは様々な人事・経営課題の解決に向け

て、AIやその他のデータを利活用したサービスの提供を通して、日本企業における人材情報の蓄積・還流を

促し、DX推進力強化を目指します。
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未来型ピープル・アナリティクスの人事・経営課題解決モデル

未来型ピープル・アナリティクスを活かせる範囲は広く、採用・配置・育成・退職といった人材マネジメント上
の課題から、人が介在する事業課題まで、様々な人事・経営課題の解決に向けた活用が可能です。

→全体計画、異動・配置へ
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→育成、配置へ
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改善や異動・配置へ
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→採用、育成、配置へ

A. 人材需給ギャップ予測 採用・

入社

全体

計画

異動・

配置

評価・

昇格

ｈｓｆｈｓｆ

人脈保有スキル

・資格

デジタル技術を

活用した高度な

タレントマネジメント

異動履歴

キャリア

希望

人材タイプ
活躍人材

の特徴
採用テスト

結果

キャリア

プラン

必要スキル

・資格

パフォー

マンス働き方

パルス

サーベイ

面談情報

研修

受講履歴

コンピ

テンシー

データの

利活用

データの

更新・反映

退職 育成

未来型ピープル・アナリティクス
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導入事例

エリアを横断した配置のマッチングや、

タイプ比率を鑑みたチーミングで生産性を向上

人材タイプに応じたエリア横断配置案策定

顧客開拓型 既存深耕型

営業タイプ見分け

一人当たり生産性＋800万円

重要顧客の売上比率18→24％

営業人材のデータ分析で優秀営業の特性や

早期育成パスを発見

ステージ3到達

平均15年

ステージ3到達

標準7年

優秀営業の特性・早期育成パスの発見

優秀営業の特性活動

データ

インタビュー

早期育成パス発見

大手メーカーA社:早期育成モデル構築・配置案策定 大手メーカーB社:退職予備軍の予測・未然防止

違いや傾向の把握

退職者の特性

在職者の特性

過去
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退職者全般の特徴を抽出 高退職率カテゴリーを特定
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現有人材が傾向に当てはまるかを分析することで退職可

能性を判定

傾向に当てはまる人の発見
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退職
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当てはまるか

約２億円のコスト抑制＊
＊可能性高に該当する社員の退職を3割抑制:20人、

1人あたり効果額1000万円で試算

エリアA/拠点a.b.c エリアB/拠点a.b.c

エリアC/拠点a.b.c エリアD/拠点a.b.c

市
場
シ
ェ
ア

顧客開拓型タイプ比率

シ
ェ
ア
低
い

シ
ェ
ア
高
い

比較的少ない 比較的多い
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びにそのグループ法人（有限責任監査法人トーマツ、デロイト トーマツ コンサルティング合同会社、デロイト トーマツ ファイナンシャルアドバイザリー合同
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Deloitte（デロイト）とは、デロイト トウシュ トーマツ リミテッド（“DTTL”）、そのグローバルネットワーク組織を構成するメンバーファームおよびそれらの関

係法人（総称して“デロイトネットワーク”）のひとつまたは複数を指します。DTTL（または“Deloitte Global”）ならびに各メンバーファームおよび関係法
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デロイト アジア パシフィック リミテッドはDTTLのメンバーファームであり、保証有限責任会社です。デロイト アジア パシフィック リミテッドのメンバーおよびそ
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場に対する社会的な信頼を高め、クライアントの変革と繁栄を促し、より豊かな経済、公正な社会、持続可能な世界の実現に向けて自ら率先して
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